
 

添付資料 

 
添付資料 1．イギリス：Microgeneration Certificate Scheme（MCS）の概要 

ⅰ）設立の経緯 

MCS は、設備容量 50kW 以下の小型発電（発熱）設備の製品およびサービスに対し、一貫性

のある基準に基づき独立して認証を与えることを目的としている。この制度の下、「MCS マー

ク」を表示/使用する製品および設置者は MCS の認証を受けることが求められ、設置者につい

ては、公正取引庁による消費者規範認証機構（Consumer Code of Approval Scheme：CCAS）

に沿った実施基準に参加/登録することが求められる。 

 2006 年に、BRE Global 社が、当時のビジネス・企業・規制改革省（BERR）（現在のエネル

ギー・気候変動省（DECC））から制度の開発、また、最初の認証機関として、製品および設置

者を認証する役割を 2 年契約で任された。2008 年 11 月に、MCS は制度開発段階を終え、政府

ではなく小型発電業界自身が資金供給および管理を行う新しいステージに移行した。 

 
ⅱ）制度組織 

MCS の運営にかかる各主体の役割は以下の通り。 

 

 利害関係者パネル（Stakeholder Panel） 
認証機関、省庁、事業者団体、その他利害関係者等の業界代表者から構成されるパネルが、制

度を率いている。 

 

 テクニカルワーキンググループ（Technical Working Group） 
技術およびスキルの進展と共に制度を常に更新していくため、制度の新基準策定を引き受けて

いる。 
 

 MCS 認証機関 
MCS 認証機関となるためには英国認証機関認定審議会（United Kingdom Accreditation 

Service (UKAS)）による認証を受ける必要がある。適任の組織であれば、どの組織でも、UKAS

に申請を行うことが可能。MCS 認証機関とは、MCS 基準を満たしている製品および設置者を

認証する機関のこと。この認証を受けて当該製品または設置者は「MCS マーク」を表示/使用す

ることが可能となる。 

 

 Gemserv 
制度の管理運営者である Gemserv は、ライセンスを受けた者（Licensee）としての役割を担

っている。これは、エネルギー・気候変動省（DECC）が任命する、業界から独立した組織であ

る。MCS によってイギリス国内外の小型発電業界の進展を継続させることを念頭に入れて、制

度の管理および調整を任されている。 
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添付資料 2．イギリス：Energy Performance Certificates（EPC）の見本 
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添付資料 3．イギリス：家庭向け再生可能熱インセンティブの申請項目 
 
基本的な申請項目 

 
1. 申請資格 (申請者、申請住居施設、暖房設備について) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

申請者について 

 

1．個人、組織 

2．暖房設備の所有者、共同所有者、非所有者 

3.所有者兼居住者、公営住宅の家主、個人住宅の家主、公的機関、借主、その他 

4．暖房設備設置時の所有者兼居住者、
所有者、居住者 

9．暖房設備の使用目的は、暖房、温水、その他？ 

 

 

6．暖房設備の MCS 認証は一つ以上か？ 

5．MCS 認証番号 

10．計測器を使用しているか？ 

8．暖房設備の購入、設置、弁済に、
RHPP 等の公的式を使用したか？ 

7．暖房設備の購入または設置に、あなたまたは
以前の所有者が自分のお金を支払ったか？ 
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居住施設について 

11．EPC 番号 

12．過去 12 か月間の居住日数？ 

13．暖房設備の利用施設は、単一の居住施設、
居住施設とその他の施設やプール、複数の施設 

15．居住施設の場所は？ 
イングランド、ウェールズ、スコットランド 

14．有資格の新規施設の場
合、暖房設備の稼働は、施

設居住後、居住前？ 
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2. 住宅用 RHI申請 

 

 

申請用 RHIアカウント作成 

氏名、生年月日、メ
ールアドレス、電話

番号 

パスワード作成 
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設置時に新しかったか？ 

住所 

ヒートポンプ効率 SPF値 

暖房設備について 
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メータリングに関するアンケート 

メータリングとモニタリングの申請 

MCS 認定設置事業者から、 
メータリング・アンケート票を受け取っている 

新規申請の場合は、資料
を DLしてメール提出 

既に設置の場合で、上乗せ受給申請
を希望する or しない 

MCS 認定設置事業者名 

バイオマス・ストーブかボイラーを所有している 

メーターは、バイオマス設備専用 

MCS 認定設置事業者番号 
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全てのフォームに記入・確認後、「規約承諾」にチェックを入れ、申請ボタンを押す。5営
業日以内に結果通知。 
下記いずれかの書類提出を求められた場合、メール提出（DomesticRHI@Ofgem.gov.uk） 
 
 ヒートポンプのSPF計算テンプレート  

 認可文書  

 断熱適用除外の文書 

 メータリング・モニタリングサービスパック（MMSP）文書  

 Second MCS certificate  

 「Self-build」の証明  

 MCS認定設置事業者メータリング・アンケート票  
以上 

アンケート 

RE 暖房設備設置費用の総額 

RE 暖房設備設置の人件費 

RE 暖房設備の購入費 

RE 暖房設備設置前の暖房方法 

銀行口座 

四半期ごとの支払の振込先口座番号、 
銀行支店コード 
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追加提出を求められる可能性のある項目 

 
 
申請書が見直しになるのはなぜ？ 
受給資格について検討するため、ITの自動承認ではなく、追加資料提出をお願いする場合
があります。通常28日以内にご提出がない場合には、申請が取り消される可能性がありま
す。追加資料が必要な場合でも、お支払は申請日からの計算になります。 
 
 
速やかなお手続きのために 
1)  住宅用RHI申請書を完成後、MyRHIで見直しメッセージが表示されているかご確認く

ださい。 
 
2)  申請書が見直し中の場合、必要な追加資料を直ぐにご提出いただくことも可能です。表

1と表2に、見直し理由と必要な追加資料の詳細が記載してあります。追加資料のご提
出がない場合、申請書提出から営業日5日以内に、資料請求のご連絡を差し上げます。 
 

3)  必要な追加資料のコピーをお送りください。スキャンまたは写真も可能です。最も早い
提出方法は、件名に申請番号を記載したメール添付です。 
 

4)  追加資料を受領後、受給資格を満たすかどうか申請書を査定し、承認かどうかご連絡を
差し上げます。査定中も追加資料のご提出をお願いする場合があります。 

40



 

 
表1：提出が必要な追加資料 
申請書見直し理由 必要な追加資料 必要な理由 

”複数のMCS” 
（熱設備に、同じ技術の製品
が1つ以上使用されている場
合） 
 
問6：所有地内の再生可能熱
設備は、1つ以上のマイクロ
発電認証（MCS）を受けてい
ますか？→「はい」と回答 

申請する熱設備に係る全
ての「MCS認証証明書」
（PV発電を除く） 

 
注：空調暖房装置を申請され
ている場合、太陽熱温水装置
の申請は、別に必要になりま
す。 

申請する熱設備は、全ての機
材が同じ技術を使用し、同じ
稼働開始日であることを確
認するため 

”助成金（RHPP以外）受給” 
 
問8：再生可能熱プレミアム
ペイメント（RHPP）以外に、
公的助成金を受給していま
すか？→「はい」と回答 

発行機関の「助成証明書」 
更に下記資料の提出も必要
な場合があります。 

発行機関や助成金が認知
されていない場合、助成財源
について 
「助成金利用内訳」特に、

複数の熱設備への大口助成
金の場合（例．公営住宅） 

規定により、公的助成金は家
庭向けRHI支給金額から差
し引かれることになってい
ることから、正確な金額を確
認するため 

”ロフト／中空壁” 
 
エネルギー性能認証（EPC) 
で設置が推奨 

地元の立案機関または公
認の専門家の署名入り「断
熱材適用除外認定書」 

規定により、EPC認証推奨の
ロフト／中空壁断熱を設置、
または設置適用除外として
認定されていなければなら
ないため 

”自己取付” 
（新規取付物件の受給資格） 
‘Self-build (Eligible new 
build)’ 
 
問14：申請した再生可能設備
は、居住前に稼働した 
→新規取付物件に対する申
請 
 

建材費または作業人件費
の請求書 

注：請求書には、最初の所有
者の宛名と、所在地住所が記
載してあること。 
申請者が最初の所有者でない
場合、下記資料もご提出くだ
さい。 

最初の所有者の権利書 
（土地登記所からHC1フォー
ムで申請可） 

受給資格のある新規取付物
件は「自己取付」のみのため 

”標準外のSPF値” 
 
問：季節性能（SPF）の値が、
標準の2.5以外と回答 

MCS公認の設置業者（実
際に設置した業者以外も
可）の「SPF値証明書」 

注：申請書と「SPF値証明書」
のSPF値は同じであること 

SPF値が受給額に影響する
ため。MCSの熱排出ガイドに
基づく算出値でなければな
らない 
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表2：提出が必要な追加情報 
申請書見直し理由 必要な追加資料 必要な理由 

”PEL保留” 
（受給資格リスト） 
 
受給資格がある場合には提
出不要 

設置業者の「PEL証明書」 
および／または 

設置業者の「AQ証明書」
（バイオマスのみ） 

当局発行のPEL（受給資格リ
スト）を満たしていない場合
に、受給資格の査定するため 

”受給用メータリング申請” 
 
問10：受給用メータリングを
希望しますか→「はい」と回
答 
または 
問12：所有地の居住期間が、
過去12か月間で183日以下
と回答 

設置業者の「メータリング
に関する質問」をMyRHI
から提出（バイオマス、ヒ
ートポンプ） 

 
依頼があった場合 

「代替メータリング申請
書」（バイオマス、ヒート
ポンプ） 

特定のケース（再生可能熱の
みのメータリングができな
い、冷却用のヒートポンプを
使用等）は、代替メータリン
グが必要なため 

”複数の建物に利用” 
 
問13：申請する熱装置は、複
数の建物または水泳プール
の暖房または温水に利用し
ていますか→「はい」と回答 

こちらから送付する「熱利
用フォーム」 

利用目的により、非家庭用
RHIインセンティブに該当
かを査定するため 

”公営住宅の新規申請” 
 
振込先が、公営住宅等の所有
団体・企業口座で、申請者の
個人名と一致しない場合 

委任状 
事務担当者のコンタクト
情報 

振込先が団体・企業口座の場
合には、委任された代表者に
よる申請が必要なため。 
代表者は、別途事務担当者を
指名できる 

”銀行ID” 
 
銀行認証ができない場合 

別途指示に従って提出くださ
い 

身分証明書 
住所証明書 

自動で銀行認証がされない
場合は、別途ご連絡します 

その他 
 
 

 理由や指示についてご連絡
いたします。 
品質保証のため、無作為の申
請の見直しがあります 
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添付資料 4．イギリス：家庭向け再生可能熱インセンティブの中間調査結果 

1.RHI認可と参加者調査の要約 

本報告書では、第 1～4 回家庭向け再生可能熱インセンティブ（以下、DRHI）の調査結果につい

て記載する。評価の一つは、オンラインのアンケートで、前月に初めて認可された所有者―居住者

の申請者全てを対象に、毎月配信された。複数の設備を認可されている場合、無作為の一つの設備

に関して回答するよう求められた。 

 2014 年 5 月～8 月に認可された申請者のうち、計 3,056 件から回答があった。回ごとの平均回答

率は 50％（Table1.1）であった。回答、無回答、複数回答を結果に反映した詳細は、技術附則に記

載した。 

 
Table1.1 家庭向けRHI申請者調査の最初4回の回答率 
回数 月 認定数※3 調査参加の申請者数※4 有効回答数※5 回答率 
パイロット 2014年4月 432 n/a n/a n/a 
第1回 2014年5月 731 689 328 48％ 
第2回 2014年6月 1,042 956 444 46％ 
第3回 2014年7月 2,508 2,289 1,228 54％ 
第4回 2014年8月 2,338 2,152 1,056 49％ 
合計  7,051※6 6,086 3,056 50％ 
※3：DRHIは、個人・公共家主、所有者―居住者が対象。調査は、認可された所有者―居住者のみ対象。

同じ申請者が複数の設備に申請している場合は複数申請者。 
※4:申請書にEメールアドレス記載がなかった場合（124件）は配信なし。2014年4月の制度への申請者

（432件）は、試験的調査のため、データは本報告書に含まれない。 
※5:（最後の）質問「RHI制度の要件に問題があったか」まで完成した「有効回答」の回答率は54％（回

によって異なる）。 
※6:その後5件の取り消しがあったため、DECCの正式統計（7,046）と異なる。 

 
現在のRHI対象である技術は、下記の4つ： 
 空気熱ヒートポンプ（ASHP） 
 バイオマス・ボイラー 
 水熱、地中熱ヒートポンプ（GSHP） 
 太陽熱 
 

Table1.2に、調査での技術別申請者数と回答率を示す。全体から多少の偏差がある。 
 

Table1.2 家庭向けRHI申請者調査の最初4回の回答率（技術種類別） 
技術 認定数 調査参加の申請者数 有効回答数 回答率 
空気熱ヒートポンプ 2,422 2,125 1,050 49％ 
バイオマスボイラー 1,619 1,423 696 49％ 
地中熱ヒートポンプ 1,070 978 508 52％ 
太陽熱 1,940 1,560 802 51％ 
合計 7,051 6,086 3,056 50％ 
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レガシー申請および新規申請： 
 RHI制度開始前に設置した設備の申請は、レガシー申請と呼ぶ。2009年7月15日から2014年4

月9日（DRHI制度の開始日）までに稼働した設備が対象。 
 2014年4月9日以降の申請は、新規申請。 
 

Table1.3に、グループ別の申請数を示す。全体の回答率は、レガシー申請が51％、新規申請が45％
であった。 

 
Table1.3 家庭向けRHI申請者調査の最初4回の回答率（認定種類別） 
申請種類 認定数 調査参加の申請者数 有効回答数 回答率 
レガシー申請 6,035 5,148 2,633 51％ 
新規申請 1,016 938 423 45％ 
合計 7,051 6,086 3,056 50％ 

 
報告書について 

単一または複数申請の申請者の調査を行った（申請は設備ごと）。調査は、申請者に対して一度

で、複数申請の申請者の場合は、設備1件を無作為に選んでもらった。 
報告書の内容は、「申請」と「申請者」に関する2種類の質問に対する回答である。例えば、制

度への関心は「申請者」に関する質問で、申請手順は「申請」に関する質問である。「申請」に関

するデータは、複数申請者のものを反映するため加重され、「申請者」に関するデータは、調査に

全申請者が含まれているので加重されていない。種目別（申請の種類、技術、設備、床面積、自己

建築、居住者数、前の設備）の回答率には、僅かに非回答バイアスが見られた。 
 調査は、毎月連続で配信したため、複数申請の申請者は、同じ月に（同時に）申請した場合しか

含まれないことになる。異なる月に申請した場合、最初の申請のみが対象になった。これは、申請

者は異なる意見を持っている、または、特定の技術を最初に申請している等のバイアスの一つであ

るかもしれないが、影響のある申請者は今のところ小規模なので、影響は最小限と査定した。もし

も次回の調査で規模が大きくなった場合には、方法を変更することもあり得る。 
 本報告書のデータは、制度の新たな側面を提供するものであり、実施期間が短い（4か月）ため、

回ごとの比較は行っていない。結果の有意性試験は、中間報告には不要と判断した。全体的に回答

率が高い（50％）こと、非回答バイアスが出ていないことから、結果（加重・非加重）は妥当性が

あると考えられる。 
 調査の詳細は、技術附則を参照のこと。 
 
2.RE熱設備の設置 

 RE熱への切り替えの動機で最も多かったのは、経済的理由と環境配慮 
 80％以上が、財源の全てまたは一部が貯蓄 
 2/3が、設置に関する問題はなし 

 
RE熱設置の理由 
非REからREへの切り替えは、経済的理由 
 経済的理由のうち最も多かったのが、化石燃料の高騰（72％。Figure 2.1）で、他は節約（60％）、

RHI受給（51％）であった。 
切り替えの理由で次に多かったが環境配慮で、脱化石燃料（70％）、環境保護（67％）、脱炭素

（64％）であった。 
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注：全回答数n=2,451。49％以上の回答項目をMulti-coded, 加重して掲載（詳細データは付則参照）。 
 
きっかけは、設備の取り換え、改装、助成金 

Figure 2.2の通り、きっかけは熱設備の取り換えの必要（35％）、住居の改築・改装（28％）、助

成金（27％）であった。 
GSHPと太陽熱の申請者は、熱設備の取り換えの必要がきっかけとなることは少ない。バイオマ

スは、助成金のきっかけが多かった（36％。全体は27％）。 
 GSHPは、自宅改築（40％）が、他の技術（16％）よりも多かった。 
 

注：回答数（ASHP=1,050, バイオマス=694, GSHP=505, 太陽熱=802）。16％以上の回答項目を
Multi-coded, 加重して掲載（詳細データは付則参照）。 
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Figure 2.3の通り、新規申請者（41％）は、レガシー申請者（34％）よりも、熱設備の切り替えが

きっかけとなることが多かった。レガシー申請者（18％）の方が、新規申請者（5％）よりも、住

居の新築がきっかけとなることが多かった。 

注：回答数（レガシー=2,628,新規=423）。16％以上の回答項目をMulti-coded, 加重して掲載（詳細デ
ータは付則参照）。 

 
初めの財源は、貯蓄 
設置費用の全て、または一部の財源で最も多かったのは、個人の貯蓄であった（84％。Figure 2.4）。

次にRHPP（19％）、住宅ローンまたは住宅再ローン（11％）であった。 

注：全回答数n=3,050。3％以上の回答項目をMulti-coded, 加重して掲載（詳細データは付則参照） 
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設置事業者を見つけたのは、口コミまたはネット検索 
Figure 2.5の通り、RE設置事業者を見つけたのは、1/3が口コミ（36％）で、特にGSHPで顕著であ

った（49％）。次に一般的なウェブ検索（23％）、1/5が設置事業者への直接連絡先があるウェブサ

イト（17％）で、最後がMicrogeneration Certificationのウェブサイト（13％）であった。 

注：回答数（ASHP=1,039, バイオマス=680, GSHP=454, 太陽熱=790）。11％以上の回答項目を
Multi-coded, 加重して掲載（詳細データは付則参照）。 

 
2/3は、RE熱設置に問題なし 

2/3（64％）が、設置の問題はなかった回答した（Figure 2.6）。問題があったと回答した36%のう

ち、技術的・実用的問題が21％、設置事業者や査定人との問題が19％、情報やアドバイス不足が15％
であった。新規およびレガシー申請者で、顕著な違いは見られなかった。 

注：回答数（ASHP=1,039, バイオマス=680, GSHP=454, 太陽熱=790）。回答項目総計をMulti-coded, 
加重して掲載（詳細データは付則参照）。 
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3.RHI制度を知った経緯と申請 
 
 3/5（61％）が、RE熱設備の設置事業者を通してRHI制度を知った。 
 3/5（61％）が、RHI要件に問題なし 
 問題があった回答のうち、最も多かったのは、申請手続きの不明瞭さ（16％）。 
 3/4が、申請手続きに非常に、またはほぼ満足 
 10人中9人（89％）が、設置したRE熱技術に満足 

 
RHI制度を知るきっかけは、設置事業者 
ほとんど（61％）が、設置事業者を通して制度を知り、次にEnergy Saving Trust (39%)、インター

ネット（23％）であった。政府ウェブサイトに掲載されているDECCガイダンスを含む公共情報は 
16％であった。 

 

注：全回答数n=3,052。10％以上の回答項目をMulti-coded, 加重して掲載（詳細データは付則参照）。 
 
 

Figure 3.2に、RHI制度を知った経緯を技術別に示す。バイオマス・ボイラー(47％)では、太陽熱

他の技術（39％）よりも、Energy Saving Trustを通して知ることが多かった。 
 
 
2/5（39％）が、RHI要件で困難 

61％は、RHI要件を満たすことに問題はなかったと回答したが、39％は問題があったと回答した。

そのうち最も多かった問題は、申請手続きの不明瞭さ（16％）で、次にGreen Deal assessment査定の

費用 (14％)、RHI要件の情報不足（12％）であった。 
 太陽熱（23％）は、他の技術（ASHP12％、GSHPとバイオマス・ボイラー8％）よりもGreen Deal 
assessment査定の費用 (23％)の回答が多かった。 
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注：回答数（ASHP=1,039, バイオマス=680, GSHP=454, 太陽熱=790）。上位4位の回答項目を

Multi-coded, 加重して掲載（詳細データは付則参照）。 
 

注：回答数（ASHP=1,050, バイオマス=695, GSHP=505, 太陽熱=802）。8％以上の回答項目を
Multi-coded, 加重して掲載（詳細データは付則参照）。 

 

49



 

 
問題がなかったのは、新規申請者で68％、レガシー申請者で60％であった。Green Deal assessment

査定の費用が問題だったのは、レガシー申請者 (15％)、新規申請者が7％であった（Figure 3.4）。 

注：回答数（レガシー=2,629, 新規=423）。8％以上の回答項目をMulti-coded, 加重して掲載（詳細デ
ータは付則参照）。 

 
3/4が、申請手続きに満足 

75％が、非常に、またはほぼ満足と回答した。残りの14％は不満足、11％はどちらでもないと回

答した。新規申請者は81％、レガシー申請者は74％が満足と回答した。最も満足した技術はバイオ

マス・ボイラー（82％が非常に、またはほぼ満足）で、次にASHP（77％）、GSHP（75％）、太陽

熱（68％）であった（Figure 3.5）。 

注：回答数（ASHP=1,028, バイオマス=673, GSHP=492, 太陽熱=787）。統合した回答項目を
Multi-coded, 加重して掲載（詳細データは付則参照）。 
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10人中7人が問題なし 

Figure 3.6の通り、71％が申請手続きに問題なしと回答した。バイオマスが最も問題がなく（75％）、

次に太陽熱とASHP（70％）、地中熱ヒートポンプ（69％）であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注：全回答数n=2,978。Single-coded, 加重。 
 
問題ありと回答した28％のうち（Figure 3.7）、最も多かった問題は、最初の申請が許可されなか

ったことであった（11％）。次に、要件にある資料を全て提出すること（10％）、どの資料を提出

すべきかの情報が不明瞭（9％）、RHIガイダンスが複雑過ぎる（7％）であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注：回答数（ASHP=1,028, バイオマス=672, GSHP=492, 太陽熱=786）。4％以上の回答項目を
Multi-coded, 加重して掲載（詳細データは付則参照）。 
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RHI申請手続きに困難ありと回答した新規申請者は20％、レガシー申請者は10％であった。 
 全ての資料を提出することが困難と回答したレガシー申請者は10％、新規申請者は6％であった。

どの資料を提出するか情報が不明瞭と回答したレガシー申請者は9％、新規申請者は8％であった。

正式ガイダンスが複雑すぎると回答したレガシー申請者は7％、新規申請者は6％であった。 
 

注：回答数（レガシー=2,567, 新規=411）。4％以上の回答項目をMulti-coded, 加重して掲載（詳細
データは付則参照）。 

 
ほとんどが、申請フォームは記載しやすいと回答 
ほとんどが、申請フォームは非常に、またはほぼ記入しやすいと回答した。全技術で80％以上（太

陽熱）、特にバイオマス・ボイラーでは90％が、非常に、またはほぼ記入しやすいと回答した（Figure 
3.9）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注：回答数（ASHP=1,028, バイオマス=673, GSHP=492, 太陽熱=787）。統合した回答項目を加重し

たが、連続配信のため%≠100。 
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設置したRE熱設備に満足 

89％が非常に、またはほぼ満足と回答した（Figure 3.10）。最も満足度が高かったのはGSHP（94％）

で、次に太陽熱（92％）、ASHP (87％)、バイオマス（85％）であった。 
 

 
注：全回答数n=2,972。回答項目を統合、加重。 

 
 
全体の54％が、設置したRE熱技術に、予想以上に満足と回答した（Figure3.11）。最も満足だっ

たのはGSHP（59％）で、次にASHP (55％)、バイオマス・ボイラー（54％）、太陽熱（50％）であ

った。 

注：回答数（ASHP=971, バイオマス=615, GSHP=480, 太陽熱=775）。回答項目を統合、加重（詳細
データは付則参照）。 

 

以上 
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